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はじめに 

 

「海洋立国」である我が国にとって外航海運業と造船業を核とする海事クラ

スターの発展は重要課題であり、最近においても、その国際競争力強化に向け

て様々な検討が行われてきた。 

平成 22 年 5 月には、「国土交通省成長戦略」及び「外航海運検討会報告書」

が取りまとめられ、外航海運分野及び造船分野を中心に、我が国海事クラスタ

ーの発展に向けた施策の方向性が打ち出された。また、平成 23 年 7月には、「総

合的な新造船政策～一流の造船国であり続けるために～」が取りまとめられ、

競争力強化策、新市場・新事業への展開、企業連携と事業統合の推進、そして、

イノベーションの推進と人材育成を柱とする具体的対策が掲げられた。 

現在、我が国海事クラスターを構成する各産業は熾烈な国際競争にさらされ

ており、とりわけ、韓国及び中国の台頭に伴って相対的地位を低下させつつあ

る我が国造船業の競争力を強化していくことは、我が国海事クラスター全体の

維持・発展にとって極めて重要な課題といえる。 

そこで、本調査では、我が国造船業の現状と課題に対する我が国外航海運業

界（船舶運航事業者（以下、「オペレーター」という）及び船舶貸渡事業者（以

下、「オーナー」という））の認識とニーズについてアンケート調査を実施し、

その回答結果を取りまとめた。 

本調査が、我が国造船業、これと緊密な関係を有する各産業、そして、我が

国海事クラスター全体の発展に向けた今後の対応の一助となれば幸甚である。 

なお、本報告書の取りまとめは当センター企画研究部の森本清二郎研究員及

び佐藤量介専門調査員が担当した。 

末筆ながら、本報告書の作成に当たり、ご協力頂いた関係機関、団体及び事

業者各位に心より感謝申し上げる。 

 

平成 24年 5月           

公益財団法人 日本海事センター 

会長 松 尾 道 彦 
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第１章 調査の背景と目的 

 

１．調査の背景 

 

我が国は、世界トップクラスの規模と能力を有する外航海運業、造船業、舶

用工業などで構成される海事クラスターを擁する。資源・エネルギーなど我が

国の貿易物資の海上輸送を担い、また、アジアに展開する製造業のサプライチ

ェーンを担う我が国外航海運業は、船腹量では世界第 2 位、輸送量では世界の

海上荷動き量の 11％を占め、国内大手 3 社の売上高は 2 兆 9,312 億円（平成 22

年度）に上る1。我が国外航海運業を含め、世界の海運業を支えている我が国造

船業は、建造量で世界シェア 21％を誇り、国内主要 19社の船舶部門の売上高は

2 兆 3,695 億円（平成 22 年度）に上る2。また、我が国舶用工業の生産高は 1兆

1,178 億円（平成 22 年）に上り、その技術水準の高さから、我が国で製造され

た舶用品の 29％（金額ベース）は海外に輸出されている3。 

このように我が国経済に大きく寄与しているこれらの産業は4、相互に密接な

関係を有している（図参照）。例えば、外航海運業と造船業の関係では、外航海

運業から見て日本商船隊の 88％（隻数ベース）は国内造船所で建造され、造船

業から見て国内建造船の 75％（金額ベース）は国内オーナー向けに供給されて

いる。また、造船業と舶用工業の関係では、造船業から見て舶用品の 95％（金

額ベース）は国内で調達され、舶用工業から見て国内造船所に供給される舶用

品は全生産額の 71％を占める。 

また、日本商船隊のオペレーターは、商船隊の約 3 割に相当する約 800 隻も

の船舶（表の「国内オーナー関係仕組船」）を四国や瀬戸内海など国内オーナー

から定期用船等の形態で調達しており、これら国内オーナーの存在によって、

船舶取得に伴うリスク分散と長期安定かつ低コストな船舶調達の実現が可能と

なっている。 

 

 

 

                                                   
1 国土交通省海事局『平成 23年版海事レポート』（平成 23年 9月）87～92頁。UNCTAD, 

Review of Maritime Transport 2011, p.43. 
2 日本造船工業会『造船関係資料』（2011年 9月）23頁。 
3 国土交通省海事局船舶産業課『舶用工業統計年報』（平成 22年）。 
4 我が国海事クラスターの市場規模については、やや古いデータではあるが、1995年の産

業連関表を基に分析した結果、付加価値額の合計が約 13兆円（GDP比約 3％）、他産業に

対する経済波及効果を考慮した場合は約 21兆円（GDP比約 5％）との試算がある。国土交

通省海事局『マリタイムジャパンに関する調査』（2002年 3月）。 
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【図 我が国外航海運業と造船・舶用工業の相関】 

 

 

 

（出典）国土交通省海事局『海事レポート』（平成 22年版・平成 23年版）をもとに作成 

  

【表 日本商船隊の構成（2009年央）】 

日本籍船 

107隻（4％） 

外国籍船 

オペレーター仕組船 

752隻（30％） 

国内オーナー関係仕組船 

795隻（31％） 

単純外国用船 

881隻 35％ 

（出典）国土交通省海事局『海事レポート』（平成 22年版）をもとに作成 
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我が国造船業は、1956 年以降、建造量で世界トップシェアを誇ってきたが、

近年、韓国及び中国における建造能力の拡大と技術力の向上に伴い、相対的な

地位が低下している。このように、「発展か衰退か」の岐路に立たされていると

いわれる我が国造船業の競争力強化のためは、顧客である外航海運業界、とり

わけ、我が国外航海運業界の認識とニーズを踏まえておくことが重要と考えら

れる。 

 

２．調査の目的 

 

 本調査では、上記背景を踏まえ、我が国造船業の競争力強化に向けた今後の

対応に資するべく、我が国造船業の現状と課題に対する我が国外航海運業界の

認識とニーズについて調査することを目的とする。 

 このため、本調査では、国内の外航海運事業者（オーナー及びオペレーター）

196 社を対象にアンケート調査（「アンケート調査票」は参考資料として巻末に

所収）を実施し、回答結果（回答事業者数 36社、回答率 18％）を取りまとめる

（第 2 章参照）と共に、同結果を踏まえ、我が国外航海運業界の認識とニーズ

について整理・考察を行った（第 3 章参照）。なお、アンケート調査票は 2011

年 12月に配布し、同月中に回答を得た。 
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第２章 我が国造船業の現状と課題に関するアンケート調査結果 

 

本章では、外航海運事業者（オーナー及びオペレーター）196 社を対象に実施

したアンケート調査の回答結果（回答事業者数 36 社、回答率 18％）について、

以下の 4つの項目ごとに、それぞれ、設問内容、回答結果又は要点を整理した。

（なお、以下の 4 項目に区分した関係上、以下の設問番号は、参考資料として

巻末に所収の「アンケート調査票」に記載の設問番号とは異なる。） 

 

①アンケート回答事業者の事業形態と所有・運航船隊について 

②外航船の建造発注と我が国造船業について 

③我が国造船業の課題について 

④建造資金の調達について 

 

 

１．アンケート回答事業者の事業形態と所有・運航船隊について 

 

問１．御社の事業形態について教えて下さい。 

 

【回答結果】 

 

【要点】 

 オーナー・オペレーター兼業は 17 社、オーナー専業は 17 社であり、同数

となった（2 社は無回答）。 

 

 

 

オーナー・オペ

レーター兼業 
50% 

オーナー専業 
50% 
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問２．御社が所有又は運航する外航船の船種別隻数を教えて下さい。 

 

【回答結果】 

 

 
【要点】 

 合計隻数は 2,871 隻であり、船種別ではバルカー、タンカー、自動車・RORO

船、コンテナ船の順で、バルカーが 1,255隻と最も多かった。 

 一社当たりの平均隻数は約 80 隻であり、所有・運航隻数が 30 隻未満の小

規模事業者は 24 社、30 隻以上の中規模・大規模事業者は 10 社であった。 

 

 

 

287 

169 

361 

313 

486 

1255 

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

その他 

LNG船・LPG船 

自動車船・RORO船 

コンテナ船 

タンカー 

バルカー 

（隻） 

船種別の合計隻数 

2 

4 

6 

4 

20 

0 5 10 15 20 25

無回答 

100隻以上 

30～99隻 

10～29隻 

1～9隻 

（社） 

所有・運航隻数別の事業者数 

〔合計：2,871隻〕 

〔合計：36社〕 
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問３．御社が所有又は運航する外航船の建造国別割合を船種別に教えて下さい。 

 

【回答結果】 

 

 
 

【要点】 

 合計隻数 2,871 隻の内、国内建造船は 2,553隻（約 9割）、外国建造船は 318

隻（約 1割）と国内建造船が圧倒的に多かった。 

 国内建造比率が平均（89％）より高い船種はタンカー、バルカー、自動車・

RORO船であり、平均より低い船種はコンテナ船と LNG・LPG 船であった。 

286（100％） 

128（76％） 

324（90％） 

238（76％） 

454（93％） 

1123（90％） 

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

その他 

LNG船・LPG船 

自動車船・RORO船 

コンテナ船 

タンカー 

バルカー 

（隻） 

船種別の国内・外国建造船隻数 

国内建造船 外国建造船 

2553隻（89％） 

318隻（11％） 

国内・外国建造船隻数 

国内建造船 外国建造船 

〔合計：2,871隻〕 

〔合計：2,871隻〕 
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２．外航船の建造発注と我が国造船業について 

 

問４．外航船の建造を発注する際、造船所の選択基準として重要視するものを

教えて下さい。（上位３つのみ選択） 

 

【回答結果】 

 

【要点】 

 外航船の建造を発注する際、造船所の選択基準として最も重要視されてい

たのは、「船価」と「品質（技術力）」であった（それぞれ全事業者の 94％

が選択）。続いて、「納期の確実性」、「アフターサービス」、「取引実績」で

あった。 

 

 

 

 

 

 

0% 

19% 

8% 

19% 

14% 

31% 

3% 

6% 

94% 

94% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他 

取引実績 

財務体質 

アフターサービス 

支払条件 

納期の確実性 

船台規模（ロット発注への対応力） 

船種対応力 

品質（技術力） 

船価 

（選択率） 
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問５．日本、韓国及び中国の造船所を比較した場合、問４で掲げた各選択基準

について、どの国の造船所が優位であると考えますか（それぞれ１つのみ選択）。 

 

【回答結果】 

 

【要点】 

 「船価」の面では、全事業者の内、日本の造船所が優位にあると回答した

のはわずか 3％に過ぎず、全事業者の約 7 割は中国の造船所が優位にある

と回答した。 

 一方、「品質（技術力）」、「納期の確実性」、「アフターサービス」、「取引実

績」の面では、全事業者の 9 割以上又は 9 割近くが、日本の造船所が優位

にあると回答した。 

 「船台規模（ロット発注力への対応力）」の面では全事業者の 4 割以上が、

「船種対応力」の面では約 3割が、韓国の造船所が優位にあると回答した。

これに加え、全事業者の約 1 割が「船価」及び「取引実績」の面で韓国の

造船所が優位にあると回答した。 

 

 

 

88% 

65% 

85% 

74% 

94% 

9% 

68% 

95% 

3% 

(46%) 

(26%) 

(69%) 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取引実績 

財務体質 

アフターサービス 

支払条件 

納期の確実性 

船台規模（ロット発注への対応力） 

船種対応力 

品質（技術力） 

船価 

（選択率） 

日本 韓国 中国 いずれともいえない 
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問６．技術性能面で同等の船舶を比較した場合、日本、韓国及び中国の内、ど

の国の建造船の船価が相対的に安いと考えますか。船種別に安価と考えられる

順に１、２、３の点数をつけて下さい。 

 

【回答結果】 

 

 

【要点】 

 日本の造船所の建造船は、LNG船・LPG船を除き、韓国及び中国の造船所

の建造船と比べて船価が高いと評価された（LNG 船・LPG 船については、

日本と中国の評価は同じ）。特に、大型のバルカー（ケープサイズ、パナマ

ックス）とコンテナ船は、他の船種と比べて、相対的に船価が高いと評価

された。 

 韓国及び中国の造船所の建造船について見ると、バルカーを除き、原油船、

プロダクト船・ケミカル船、コンテナ船、自動車船・RORO 船、LNG・LPG

船では、韓国の方が中国よりも船価が安いと評価された。 

2.3  

2.4  

2.8  

2.4  

2.6  

2.5  

2.5  

2.7  

2.9  

1.5  

1.6  

1.6  

1.7  

1.5  

1.9  

1.9  

1.7  

1.6  

2.3  

2.0  

1.7  

1.9  

1.8  

1.6  

1.5  

1.6  

1.5  

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

LNG船・LPG船 

自動車船・RORO船 

コンテナ船 

プロダクト船・ケミカル船 

原油船 

ハンディサイズ 

ハンディマックス 

パナマックス 

ケープサイズ 

ҥ船価が安い                                                     船価が高いҦ 

船種別の船価の評価（平均） 

中国 韓国 日本 
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問７．日本の造船会社の内、下記①から⑨の各評価内容が該当すると考えられ

る会社を教えて下さい。（該当する会社を全て選択） 

 

【回答結果】 

（注）アンケート調査票では、2010 年の竣工量ランキングで国内上位 10 社を列記し、

その他の造船会社を記入できる空欄も設けた。ここでは、①から⑨の各評価内容

について、第 1位から第 3位のみを表示した。なお、下記結果は、各社の取引実

績等を踏まえた評価結果を大きく反映していると考えられる。 

 

 ①船価面で競争力がある   ②品質が良い（技術力が高い） 

第 1位 今治造船     第 1位 三井造船 

第 2位 新来島どっく    第 2位 三菱重工業 

第 3位 大島造船所・常石 HD  第 3位 今治造船、川﨑重工業、 

      ユニバーサル造船 

 

 ③船種対応力がある    ④ロット発注への対応力がある 

第 1位 今治造船     第 1位 今治造船 

第 2位 新来島どっく    第 2位 大島造船所 

第 3位 三井造船、三菱重工業   第 3位 三井造船 

 

 ⑤納期が確実である    ⑥支払条件が良い 

第 1位 今治造船     第 1位 今治造船 

第 2位 三菱重工業、ユニバーサル造船  第 2位 新来島どっく、 

第 3位 IHIMU、川崎重工業、       ユニバーサル造船 

    新来島どっく、三井造船   第 3 位 常石 HD、三井造船、 

三菱重工業 

 

 ⑦アフターサービスが良い   ⑧財務体質が健全である 

第 1位 今治造船     第 1位 今治造船 

第 2位 三井造船     第 2位 三菱重工業 

第 3位 川崎重工業、三菱重工業   第 3位 三井造船、 

ユニバーサル造船 

 

 ⑨取引実績がある 

第 1位 今治造船 

第 2位 新来島どっく、常石 HD、三井造船 

第 3位 大島造船所 
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問８．御社が次期船隊整備において、建造発注を検討したいと考えている船種

と発注先（建造国）を教えて下さい。 

 

【回答結果】 

  
 

【要点】 

 今後、外航船の建造発注先としては、日本の造船所を検討したいと考えて

いるとの回答が最も多く、全隻数の 8 割近くを占めた。船種別では、バル

カーの建造が最も多く、全隻数の約 6割を占めた。 

 

 

 

  

バルカー 

タンカー 自動車船 

LPGהLNG船 

その他 

バルカー 

タンカー 
自動車船 

LPGהLNG船 

バルカー その他 

バルカー バルカー バルカー その他    
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問９．御社は、我が国造船所に対して、そのメリット（良い面）とデメリット

（悪い面）を含め、どのようなイメージをお持ちですか。また、我が国造船所

に対して、今後、どのように変わっていくことを望みますか。そして、具体的

にどのようにすれば、日本の船主は我が国造船所に発注し続けることができる

と思いますか。（自由記述方式で回答） 

 

【回答結果】 

◆我が国造船所のメリット： 

 技術力があり品質管理の面で信頼性が高い。（類似の回答を含め 16社） 

 アフターサービスの面で優れている。（類似の回答を含め 10社） 

 納期・建造スケジュールの面で信頼性がある（類似の回答を含め 8社） 

 （船社、舶用メーカー、船級などとの）技術交流が行いやすい環境にある。 

 （設計変更など）船主の要求に対して、きめ細やか、かつ、スピーディに

対応してくれるなど、外国と比べて融通がきく。（類似の回答を含め 3 社） 

 過去の実績から、引き合い、契約、建造、竣工までの手続きが慣習化され

ておりスムーズである。 

 日本に会社があり、日本語も通じる。また日本の商慣習は日本ならではの

ものであり、中国、韓国では真似できない。 

 円ではなく、ドル建て決済が可能な造船所がある。 

 建造発注時の契約金が少ない。 

 安心感がある。 

 一人ひとりが真面目である。 

 

◆我が国造船所のデメリット： 

 船価が高い。（類似の回答を含め 12 社） 

 ドル建て船価で契約ができない。（類似の回答を含め 4社） 

 船価の上下動が激しい。 

 建造能力、キャパシティーの面で劣っており、大量発注への対応力に欠け

る。（類似の回答を含め 2社） 

 建造仕様の変更に対する対応力に欠ける。（類似の回答を含め 2社） 

 契約から竣工までの期間が余りにも長すぎる場合が多い。同期間が長期化

した場合、契約時の造船所への払込金の銀行借入利息の負担が大きくなる。 

 修繕を取り扱う造船所が少ない。 

 国際競争力が低下している。 

 業種としての魅力がないので優秀な人材が集まらない。 
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◆その他コメント： 

 環境技術及び省エネ技術の開発・採用により、高性能な船舶を建造する。 

 日本のヤードが生き残る為には韓国、中国に真似できない技術力でリード

するしか方法はない。また、韓国、中国で建造しないニッチな船型の取り

込みも重要な選択肢である。 

 船価面での競争力をつけて頂きたい。 

 メリットとデメリットのバランスで競争力が測られるので、端的に言えば

「いい船を廉く」造って頂きたい。 

 船価の決済をいくつか選択可能な仕組みにすれば発注しやすくなる。 

 円高対策に官民一体となって取り組むべきである。 

 円高を最大限に活用し、ブロック・機器類を安く輸入して船価を抑える。

但し、品質保証及び（リーズナブルな価格での）部品供給を含むアフター

サービスを海外メーカーと一緒に協同で保証し責任をとれるようなシステ

ムを確立して、船主を安心、納得させられるようにしてほしい。 

 マーケットに応えて、日本船主が発注しやすいような環境を整えられるよ

うに、政府と造船所が一緒に対応すべきである。 

 造船所からの積極的な提案を期待する。 

 現在の円高水準が続けば、日本の造船所が生き残るのは難しい。（類似の回

答を含め 2社） 

 造船所も同じであるが、船舶建造の承認、建造時のサーベヤー（NK、BV、

KR など）などのレベルの低下が残念である。クラスサーベヤーが船主か

らルール変更、仕様などを学ばなければならないのは、情けないことであ

る。 

 日本の船主は信頼性・アフターサービスの面などから日本の造船所への発

注は基本的に継続する。 
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問１０．我が国海事クラスターの維持・発展の観点から、将来的にも日本国内

に造船所が存在する必要はあると考えますか（理由を付して回答）。 

 

【回答結果】 

 

【要点】 

 全事業者の内、「はい」との回答が 89％を占めた。 

 

【回答結果（理由）】 

◆「はい」と回答した理由： 

（以下、便宜的に 3つのカテゴリーに分けて列記した。） 

 

＜我が国造船業又は海事クラスターの競争力強化の観点から示された理由＞ 

 海事産業・海事クラスターの維持・発展に（国内造船所は）必要であるた

め。（類似の回答を含め 3社） 

 海洋国に、その基幹となる造船業がないとは考えられないため。 

 日本は荷主、船社、造船所、船級、舶用メーカー、ファイナンサ―など、

船の建造に関わる関係者が全て揃っており、それらの相互協力により発展

してきた。この関係の中で造船所が存在しないことは、バランスを崩す上

に関係者の連鎖衰退をも引き起こす可能性があると考えられるため。 

 品質・技術力の面（特に環境対応・省エネ船の分野）で優位性を保つこと

で競争力をカバーできると考えられるため。 

 環境規制が強化されていく中で、日本の造船所は建造船の品質及び性能の

面で海外造船所と差別化を図れる技術力を持っており、船価が高くともラ

ンニングコストにて回収できる環境に優しい船の価値が認められつつある

はい 
89% 

いいえ 
0% 

どちらともいえ

ない 
11% 
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ため。 

 他国には負けない世界最高峰の技術があるため。 

 （日本の造船業は）技術力、融通性、信頼性があるため。 

 価格面での厳しさの原因は円高に尽きるが、米経済が改善すれば為替問題

も自ずと是正に向かい、日本の造船所の競争力も相当程度、回復すると考

えられるため。 

 技術継承のために国内造船所は必要であるため。 

 

＜経済安全保障及び雇用確保の観点から示された理由＞ 

 自国船隊による資源物流の運送を確保する必要があるため。 

 国防上の観点からも、日本の造船、船主及び商船隊の確保は大事であるた

め。 

 貿易立国日本にとり、（造船は）資源輸入・製品輸出を担う海運と不可分の

関係にあり、海運の船腹供給を全面的に海外に依存することは、国策上、

大問題であるため。 

 （日本の造船業は）日本国策でもあり、日本工業の柱の一つであるため。 

 国内労働従事者の数の多さから、（国内に造船所が存在しなくなった場合、）

特に雇用に関して深刻な問題が生じることになるため。 

 造船の関連資材機器メーカーの裾野は広大であり、技術革新の面、雇用面

でも国の経済への影響は大きいため。 

 

＜我が国外航海運業界へのメリットの観点から示された理由＞ 

 日本の船主・オペレーターと日本の造船所は協力して良い関係を築いてお

り、船主の技術レベルは造船所に負う所が大きいため。 

 当社は外航船・内航船ともに荷揚げ地が日本国内になることから、保守の

面から考えても、即応性の高い日本の造船所での建造が必須であるため。 

 競争力のあるコストを実現するために国内の造船所の海外進出は重要だと

考えるが、海外拠点で国内と同様の品質実現が現実問題として可能かどう

か現時点で不明であるため。 

 地方の船会社は、造船所のアフターサービスの力をかなりの部分借りなが

ら船舶管理を行っているため。規模の大きな会社は自前での工務が可能で

あるが、そうでない会社にとっては難しいと思われる。 

 日本のオーナーは日本の造船所で建造することを基本的に願っているため。 

 海運国である日本である限り、海運会社と造船所は表裏一体であり、共存

関係にあるべきであるため。 

 安心して発注できる技術力があるため。 

 日本の（中小）船主に海外発注する能力はないため。海外発注の場合、監
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督を数人規模で派遣する必要があるが、かかる実績経験が無く、信頼性か

ら日本以外への発注は難しいと思われる。 

 日本の船主が船舶建造時に大きな問題となるのがファイナンサ―であり、

ファイナンサ―によっては、海外ヤードの承認がとれないケースがあるた

め。 

 国内船主が安心して発注できる造船所は必要であるため。 

 

◆「どちらともいえない」と回答した理由： 

 工員の確保及び賃金の競争力が日本にあるとは思えないが、中手造船が生

き残る必要はあるため。 

 船価の面で発展途上国の造船所が先進国の造船所より優位にある一方、高

付加価値船は船価が高くても受注可能であり、また、日本の技術は優位に

あるため。 
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３．我が国造船業の課題について 

 

問１１．日本の造船所は、他の国内造船所・その他の業種との業務提携・事業

統合を推進する必要はあると考えますか（理由・提携のイメージを付して回答）。 

 

【回答結果】 

 

 

【要点】 

 全事業者の内、「どちらともいえない」との回答が 50％、「はい」との回答

が 39％を占めた。 

 

【回答結果（理由・提携のイメージ）】 

◆「はい」と回答した理由： 

 船価を抑えるための重要な手段と考えられるため。 

 現在の円高が続けば生き残るために必要と考えられるため。 

 

◆提携のイメージ（「はい」と回答した事業者のみ）： 

 造船会社の統合による競争力の強化。 

 （環境技術を含む）技術的な連携。（類似の回答を含め 2社） 

 日本の造船各社が、ばらばらで、海外造船所と船種・船型開発競争をする

のではなく、得意分野を同じくする造船所、あるいは部門の間で連携・統

合・合理化・開発費のセーブを行う。得意分野・専門毎に提携・統合した

造船が、案件毎に中韓の造船所に対抗してはどうか。 

 設計や現場などの優秀なスタッフがもう少し統合され効率的になれば良い。 

はい 
39% 

いいえ 
11% 

どちらともいえ

ない 
50% 
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 鉄鋼会社との連携強化による鋼材の安定的かつ安価な仕入れの確保。 

 日本の造船所と船用機器メーカーとの連携。 

 

◆「どちらともいえない」と回答した理由： 

 顧客サービスの向上につながるのであれば歓迎するが、そうでなければ業

務提携・事業統合を推進する必要があるとは思わない。 

 海運等の提携は利点もあるが、共倒れになる可能性もある。 

 コストの面では提携統合が望ましいが、競争力の面からは反対である。 

 

◆「いいえ」と回答した理由：（回答なし） 

 

 

問１２．日本の造船所は、（修繕サービスを含め）海外生産を展開する必要が

あると考えますか（理由及び進出地域のイメージとその理由を付して回答）。 

 

【回答結果】 

 

【要点】 

 全事業者の内、「はい」との回答が 58％、「どちらともいえない」との回答

が 31％を占めた。 

 問１１の回答結果と比べて、「はい」との回答が多く、日本の造船所による

海外生産の展開の必要性があるとする事業者が多かった。 

 

 

 

はい 
58% 

いいえ 
11% 

どちらともいえ

ない 
31% 
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【回答結果（理由・進出地域のイメージ及び理由）】 

◆「はい」と回答した理由： 

（以下、便宜的に 2つのカテゴリーに分けて列記した。） 

 

＜船価の面での競争力確保・為替リスク低減の観点から示された理由＞ 

 コスト競争力を確保するため。（類似の回答を含め 5社） 

 為替リスクの分散又は円高対策のため。（類似の回答を含め 5社） 

 基本的に輸出産業は、円コストのサイズ次第で為替の影響を受け、競争力

に変動を受けやすいため。 

 日本国内での建造の場合、円払いの部分が多いと思われ、どうしても為替

に左右されやすい収益構造であるため（円安だと良いが）。 

 収入が米ドル中心の船舶の発注者にとっては支払も米ドル決済であれば円

払いと比較してメリットであるため。 

 短期的にはコスト削減のため、海外生産も必要になると考えるが、長期的

に進出先のコストが競争力を持たなくなった場合、簡単に再移転とはいか

ない点がある。また、長期的にも海外生産先が競争力を持てば持つほど、

日本国内との競合を生んでしまい、日本の造船所にとってという観点では

良い面のみではないと考える。 

 

＜その他の理由＞ 

 このままの円高では、日本ではコストが高く発注がとれないため、コスト

の安いエリアに出ていく以外に技術伝承はないと思われるため。 

 日本の造船所のパートナーが海外にあれば、信頼性の観点からも外航船主

としては選択肢が増えるため。 

 造船所は船舶建造も重要であるが、その建造された船の修繕も、また重要

である。船舶によっては、日本で建造後、日本に帰ってこない航路を走る

船もあるため、海外に日本造船所の修繕ドックがほしいところである。 

 

◆進出地域のイメージとその理由（「はい」と回答した事業者のみ）： 

 アジア地域 

-  中国、ベトナムなど新興国の造船業は急成長しており、コストが安く、

将来性があるため。 

-  日本との時差が少なく、日帰りも可能であり、コストが安いため（但し、

中国は除く）。 

-  日本から近く、人件費も安いため。但し、技術指導は必須である。（東

南アジア） 

-  クラスターを作り易いため。 
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-  人件費が安く、現地の人の能力も高いため（特にフィリピンやマレーシ

ア等）。 

-  寄港数が多いため。（東南アジア） 

-  韓国、中国はすでに競争の中に入っているため。（その他のアジア域内

の発展途上国） 

-  海事産業が発達しており、優秀な人材が期待できるため。（フィリピン） 

-  労働力が豊富であり、大半がカトリック教徒で性格が穏やかなため。ま

た、英語でコミュニケーションがとれて意思の疎通が容易であるため

（労働集約産業であるため、若い労働力の豊富な国で意思の疎通が容易

であり、また、一夜にしてルールが変わらない国に進出することが重要）。

（フィリピン） 

-  距離が遠すぎないため。（中国及びベトナム） 

 東南アジア、ヨーロッパ及び東アメリカ 

-  各地域を網羅するため。 

 ブラジル 

-  マーケットを創るという意味でも（船の）需要が期待できるエリアであ

るため。 

 

◆「どちらともいえない」と回答した理由： 

 海外展開に成功している造船所もあり、利益を追求する企業としては海外

生産も 1 つのビジネスチャンスとは思うが、海外への技術流出につながる

恐れもあり、海外に依存しすぎると、日本の造船所の存在意義を問われか

ねない。 

 時期的に遅すぎる。既に中国に大きな設備が有る。 

 

◆「いいえ」と回答した理由：（回答なし） 
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問１３．日本の造船所は、船価を決定する重要な要因となる鋼材・資機材の海

外からの調達を増加させる必要があると考えますか（理由を付して回答）。 

 

【回答結果】 

 
 

【要点】 

 全事業者の内、「はい」との回答が 55％、「どちらともいえない」との回答

が 42％を占めた。 

 

【回答結果（理由）】 

◆「はい」と回答した理由： 

 為替リスクの分散・低減に資するため。（類似の回答を含め 3社） 

 コスト削減に資するため（類似の回答を含め 4社）。 

 円高局面では、海外調達が競争力を増すが、受注内容及び円コストの比重

により変動はあると思われる。競争力のあるコスト実現のためには、海外

の鋼材の導入は必要であると考え、韓国の品質が日本の品質に比べ見劣り

するとは思わない。 

 鋼材の輸出価格と国内価格に差があり、日本の船価を押し上げ、競争力の

足を引っ張っていると聞く。船級協会の承認する安い海外鋼材が買えるな

ら海外調達を増加させる必要があると考える。 

 安全性を確保できれば良いと思われるため。 

 コストセーブするために必要と考えられるが、大手外資企業がライセンス、

また、技術指導した商品でなければならない。 

 調達納期や品質が保てるのであれば増加も良いと考える。 

はい 
55% 

いいえ 
3% 

どちらともいえ

ない 
42% 
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◆「どちらともいえない」と回答した理由： 

 （海外の鋼材は）材質の面で日本の鋼材と同等であり、海外との価格差が

十分に船価に反映されるのであれば、一定の範囲内での海外調達も問題な

いが、海外からの調達が難しくなった時に国内の調達に支障を来さない範

囲にとどめておく必要がある。 

 品質の問題及び安定供給が確保できるのであれば選択肢の一つとなる。 

 （海外の鋼材・資機材は）品質の面で信頼性に欠けるため。（類似の回答を

含め 2社） 

 適材適所で調達すれば良いと考えられるため。 

 物によっては海外調達も良いが、品質も考えるべきである。機器によって

は、現在、海外調達品も多いと思う。 

 

◆「いいえ」と回答した理由： 

 鉄鋼メーカーの内外価格差の是正が必要であるため。 

 造船所の側から見れば（安価な）外国産の品物を使いたいだろうが、船主

の立場からすると（信頼性がある）国産品を使って欲しい。 

 

 

問１４．御社は、日本の造船所に対して、今後、どのような分野で、また、ど

のような形での「イノベーションの推進」を図ることを望みますか。 

 

【回答結果】 

（以下、便宜的に 2つのカテゴリーに分けて列記した。） 

 

◆環境分野での「イノベーションの推進」に関する回答 

 環境分野での対応を望む。（類似の回答を含め 4社） 

 排ガス規制などの大気汚染やバラスト水規制に見られるような国際ルール

の変更に対して、イノベーションを推進願いたい。日本の海事クラスター

として競争力を確保できるようにコスト的にも技術的にも支援願いたい。 

 省エネ機器・省エネ船の開発を期待する。（類似の回答を含め 6社） 

 新しい技術を盛り込んだデザインの船を建造。当然、燃料消費量の削減は

必須であるが、更に船主にもメリットが出るような、例えば、メンテナン

スフリーのペイントの開発、機器類の設計も望む。 

 輸送セグメントでの環境負荷低減は、低燃費化（船体設計、エンジン性能）

と燃料の転換（LNG 燃料、太陽光、場合によっては原子力など）の 2点に

集約され、これの研究開発では日本の造船所に（現時点では）分があると
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認識している。荷主に対し、輸送セグメントでの環境負荷低減をアピール

することで、荷主は市場に対し（環境面での）高付加価値商品を市場に出

していくことができる。（個々の製品の「総合的な」環境負荷度合いを数値

化して表示できれば良い。）裏を返せば、市場に出回っている製品について

輸送セグメントでいかに環境負荷が高いかを問題視して、低燃費／環境低

負荷船の需要を作り出すことが必要。（荷主側の環境低負荷要請を更に強い

ものにする。） 

 バラスト水処理装置の設置など環境対応のための大規模改装工事を含めた

修繕の充実が必要と考える。 

 

◆その他の回答 

 資源開発分野向けの海洋構造物建造については、物量で韓国に大差で負け

ているので、高付加価値化による差別化が必要である。具体的には、安全

性、環境適合分野での国際ルール作りに積極的に乗り出して、あらゆるプ

レーヤーが事実上「日本製」を使う必要が生じる状況をつくる。「日本製」

とは、必ずしも"Made in Japan"である必要はなく、"Designed by Japanese"

という頭脳面での勝負が必要になると認識。船級協会、関連産業を巻き込

んで進めて頂きたい。 

 環境問題に係る分野での市場等も考えられると思うが、基本的には海運へ

のサービスに軸足をおいてほしい。 

 環境・省エネの分野で、シップリサイクル（建造から解撤まで）をコント

ロールすることで船腹の需給バランス調整機能を担うことを望む。 

 アジア新興国に積極的に進出し、日本の官民挙げて投資チャンスと円高メ

リットを活かし、アジアの発展に寄与することが重要。 

 船主としては、造船所に対し、新たな分野でのイノベーションはあまり期

待していない。技術力、コスト競争力を更に高め、船主がメリットを享受

できることを期待する。また、環境分野における更なる技術開発と積極的

な船主に対しての提案を望む。 

 現在の海運マーケットに対して、業界内の連携を強化し、人材、資材、情

報の共有を図り、日本の低船価、良質、高付加価値の船を提供できるよう

にしてほしい。 

 日本の大手船会社、金融、保険、船舶管理の 4 業種は世界でもトップクラ

スの実力はあると思う。何かこの 4 業種を融合できれば良いと考える。 
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４．建造資金の調達について 

 

問１５．現在、御社が日本の造船所に発注する際に採用している主要な資金調

達方法を教えて下さい（割合の高いもの上位 3つのみ選択）。 

 

【回答結果】 

 

【要点】 

 現在、建造発注に際して採用している資金調達方法としては、国内の都市

銀行又は地方銀行からの借入が多く、また、政府系金融機関からの借入や

自己資金を充てる事業者も一定程度の割合で見られた。 

 一方、外国の金融機関からの借入、資本市場からの調達、特別目的会社か

らの資金調達を採用している事業者は全体のわずかに留まった。 
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問１６．今後の新たな資金調達方法として御社が興味を持っているものを教え

て下さい（該当するもの全て選択）。 

 

【回答結果】 

 

【要点】 

 今後の新たな資金調達方法としては、政府系金融機関及び地方銀行からの

借入に興味を持っている事業者が最も多く見られた。また、国内の都市銀

行、その他の金融機関、特別目的会社、そして、外国の金融機関からの資

金調達に興味を持っている事業者も一定程度の割合で見られた。 

 問１５と比較すると、政府系金融機関及び外国の金融機関からの借入、特

別目的会社からの資金調達に対して期待する意見が多く見られた。 
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問１７．御社は現在の資金借入先（金融機関）に対して、どのようなサービス

を望みますか。 

 

【回答結果】 

（以下、便宜的に 2つのカテゴリーに分けて列記した。） 

 

◆融資に関するサービス改善を求める内容の回答 

 低金利での融資。（類似の回答を含め 6社） 

 長期安定的な融資。（類似の回答を含め 4社） 

 足元のマーケットでの判断ではなく、中長期的なマーケットの判断。（類似

の回答を含め 3社） 

 必要な自己資金の減額。（類似の回答を含め 2社） 

 ドル建て融資。（類似の回答を含め 2社） 

 手続きの簡素化と審査から決済までの時間の短縮化。（類似の回答を含め 2

社） 

 各種手数料（為替手数料、海外送金手数料など）の優遇。（類似の回答を含

め 2社） 

 ジャパンプレミアム等の海外金融機関との格差是正。 

 予期せぬ規則改正に伴う設備工事の追加コストの代金、定期検査受検の際

の代金に対する追加融資枠の設定。 

 現在のような海運の超不況時には追加融資、リスケ等前向きに支援願いた

い。現在、正に日本船主業の存亡が問われていると思う。 

 船舶抵当なしでの低利融資。 

 通貨変更多様化及び金利スプレッドの縮小。 

 売船時の期限前弁済にかかる残り期間の Swap Margin 相当の損失について

は、請求しないような契約ができないか。 

 資金調達市場、海運市況に関する情報提供（外国銀行は、海外船主・オペ

レーターの動向に関する情報に通じていることが多く、参考になる）。 

 様々なファイナンスの情報提供、提案。 

 

◆その他の回答 

 新たな船舶投資ファンド等の設立。 

 国内企業に対して、金融円滑化法が現在実施されているが、船会社が現在

もっとも苦しんでいるのが為替による財務内容の悪化である。当初、プロ

ジェクトファイナンストとして金融機関でさえ、予想していなかった超円

高が今も長期化している現状を見ると、三位一体となっての急場をしのぐ

ことが要望される。単にリスケを前提とする訳ではなく、企業としての将
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来性及び真剣な取り組みをなされている事業所に限り、何らかの（金融円

滑化法的な）法的措置による支援を望みたいのが現状である。 

 

 

問１８．御社の資金調達を容易化するために、行政機関（国、地方自治体）に

対して、どのようなファイナンス支援スキームの導入を望みますか。 

 

【回答結果】 

（以下、便宜的に 4つのカテゴリーに分けて列記した。） 

 

◆船舶投資ファンドの設立を求める内容の回答 

 行政機関を主導とした新たな船舶投資ファンドの設立などを検討し、低金

利、低自己資金にての借入が可能なスキームを導入する。 

 これまでは、既存船の 1 割は船主の自己資金、9 割は金融機関による借入

分であったが、現在は、自己資金分は 2～3 割、借入分は 7～8 割となって

いる。今後、建造発注する際の自己資金分 1 割を除く分については、新型

ファンドによる資金調達の分散を行い、政府による支援とタイアップさせ

ることが望ましい。なお、為替により体力が減っている現在、自己資金が

豊富でなければ新船の建造契約は到底できない。そのような状況になれば、

造船所も受注量が減少し、あるいは、外国に受注案件を逃がすことになる。 

 自己資金分の手当が現状、難しくなっており、この部分をカバーして頂け

るようなファンド設立や資金調達の選択肢拡大をして頂きたい。 

 

◆政府系金融機関の活用を求める内容の回答 

 行政機関を主導とする融資条件の引き下げ案や、同融資実行に対しての、

バックアップスキームの設立（政府系金融機関の活用など）など。 

 格安な政策優遇金利でドル資金を提供されれば為替リスクをとる必要もな

くなる。 

 輸出金融制度の弾力的な運用の拡充。（海外の輸出金融制度を活用した実績

はあるが、日本の同様な制度にも興味がある。） 

 政府系金融機関からの借入の容易化。（類似の回答を含め 2社） 

 

◆税制の改善を求める内容の回答 

 リースを促進するような税制の導入を望む。 

 海外の船社と対等に競争できる税制の確保。 

 圧縮記帳の期限は現在 1 年、延長申請で 3 年であるが、さらに期間を延ば

してほしい。 
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 特別償却の基準をさらに緩和してほしい。 

 圧縮記帳での税の繰延割合は現在 8割であるが、9割に引き上げてほしい。 

 長期的には船舶の売却益に対する課税免除（現在は企業のみに適用）を導

入しなければ世界と戦えない環境である。 

 

◆その他の回答 

 調達コストの低減。（金利の引き下げまたは縮減） 

 為替変動に対する早期対応。 

 IFRS などのような会計報告基準の国際ルールへの変更に伴って拡大する

買収リスクなどに対応する為の防衛策の支援。 

 新造船の建造とは直接関係ないが、中古船を買い取り、日本籍化する所謂

「フラッグバック」に関し、手続き面で抵当権の設定、登記関係で他の便

宜置籍船と比して書類の手配が煩雑で時間がかかる。この点を改善頂けれ

ば、日本籍船の整備が一層進むと考えられる。 

 船舶登録については現在、パナマ、リベリアなど他の国籍となっているが、

将来的には、日本の特定地域を特別区として船籍を日本にするということ

を行ってほしい。 

 円高対策として、便宜置籍船にも国の補助を与えることが望ましい。 

 現在、超円高で船主が苦しんでいるが、これまでドルの調達は難しかった

ように思う。従って、今後はドル調達についても前向きに考えて頂きたい。

また、今回の円高は市場が決めたということであるが、数年間で 120 円か

ら 75円に変動することは常軌を逸しており、かかる為替変動の安定化を政

策的に考え直してもらいたい。特に、今回の超円高の原因であるデフレに

関しては大いに議論賜りたいと思う。特に日銀の政策に関しては、日本経

済、ひいては国家の為、至急、抜本的に考え直して頂きたい。 

 シップファイナンスを行う場合の条件は金融機関によって異なる。例えば、

海外用船者として承認される会社は限られてくる。また、造船所も海外ヤ

ードは限られてくる。これは、海外法人に関する情報が少ないため、信用

度が諮れないことが理由となっているようである。しかしながら、法人の

信用度の評価を行政機関に依頼することも困難である。 

 円高対応のための緊急融資など。 
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第３章 我が国外航海運業界から見た我が国造船業の現状と課題 

 

今回のアンケート調査では、外航海運事業者 196社を対象とし、回答事業者

数は 36社と回答率は 18％に留まった。しかしながら、アンケート回答事業者が

所有又は運航する外航船の合計隻数は2,871隻に上り、日本商船隊の隻数が2,742

隻（平成 22年）であることを踏まえれば、本アンケート調査によって相当数の

外航船がカバーされているものと考えられる5。このため、アンケート調査結果

から、我が国外航海運業界の立場や考え方について、一定の傾向を導き出すこ

とは可能と考えられる。 

そこで、本章では、第 2章で取りまとめたアンケート調査結果を踏まえ、①

我が国造船業の長所・短所を含め、その現状と展望について、②我が国造船業

の課題（業務提携・事業統合の推進、海外調達・海外展開、環境分野での技術

革新）について、③建造資金の調達について、我が国外航海運業界の認識とニ

ーズを整理・考察する。（以下、【  】内の設問番号は第 2章の参照箇所。） 

なお、第 2章で列挙した個別の意見及び提案については、我が国外航海運事

業者から寄せられた「生の声」であり、ぜひ御一読をお勧めする。 

 

１．我が国造船業の現状と展望について 

 

（１）我が国造船業の現状 

アンケート調査結果によれば、我が国外航海運業界は、外航船の建造を発注

する造船所の選択基準として、「船価」と「品質（技術力）」を最も重要な判断

要素としており（それぞれ回答事業者の 94％が重要と評価）、これに次いで、「納

期の確実性」（同 31％）や「アフターサービス」（同 19％）を重要視しているこ

とが分かった。【問４】 

これらの要素に着目して日中韓 3か国の造船所を比較した場合、日本の造船

所は、「品質（技術力）」、「納期の確実性」、「アフターサービス」の面で最も優

れていると評価された。特に、「品質（技術力）」の面では、近年、韓国の造船

所の技術水準が日本に近づきつつあるとの声も聞こえるが、回答事業者の 95％

が日本の造船所が最も優位にあると回答しており、この点について、我が国外

                                                   
5 アンケートでは、「所有又は運航する外航船」の隻数を問うているため、海外船社にリー

ス（貸船）されている「所有船」も対象となるが、「日本商船隊」は日本の外航海運企業の

運航船を対象としており、そのような「所有船」は対象外となる。また、「日本商船隊」は

2,000総トン以上の船舶に限定されている。「所有又は運航する船舶」の隻数が「日本商船

隊」の隻数を上回っている理由として、このような対象範囲の違いがあると考えられる。 
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航海運業界は我が国造船所に対して絶大な信頼を寄せていると考えられる。【問

５】 

また、日本の造船所の長所として、設計変更など船主の要求への対応がきめ

細やか、かつ、スピーディであること、引き合いから竣工までの手続きが慣習

化されていてスムーズであること、日本語や日本の商慣習が通用することなど

といった点も挙げられた。【問９】 

一方、日本の造船所の短所としては、船価が高いとの評価が際立って多かっ

た。韓国及び中国の造船所と比べて、日本の造船所が船価の面で優位にあると

する回答は全体のわずか 3％に過ぎず、船種別で見ても、全ての船種において日

本の建造船の船価は韓国及び中国と比べて高いと評価され、特に、大型のバル

カー（ケープサイズ、パナマックス）とコンテナ船の船価が相対的に高いと評

価された。【問５・問６・問９】 

船台規模の面では、韓国及び中国に対して日本の造船所が優位にあるとの回

答は全体のわずか 9％であり、大量発注への対応力に欠ける点も短所とみなされ

ている。なお、造船所の選択基準として船台規模を重要視しているとの回答は

全体のわずか 3％であったが、コンテナ船や LNG船のロット発注を行う外航海

運事業者は一般的に大手船社に限定されるため、船台規模の問題は、これら大

手船社にとっては看過できない問題と捉えられているものと考えられる6。【問

４・問５】 

また、少数意見ではあるが、発注側の観点から、ドル建て契約ができないこ

と、建造仕様の変更への対応力に欠けること、契約から竣工までの期間が長す

ぎること、修繕を取り扱う造船所が少ないこと、といった点も日本の造船所の

短所として指摘されている。これら課題への対応も重要になると考えられる。

【問９】 

 

 

（２）我が国造船業の展望 

上述の通り、我が国外航海運事業者は、船価の面で日本の造船所は圧倒的に

不利な状況におかれていると認識しつつも、我が国造船業の展望については、

以下の通り、全般的に前向きに評価している。 

 まず、「将来的にも日本国内に造船所が存在する必要はあると考えますか」と

の問いに対して、「必要がある」との回答が全体の約 9割を占め、その理由とし

て、国内造船所の存在が、我が国海事クラスターの競争力強化及び経済安全保

障の観点から重要とされていることに加え、我が国外航海運事業者は技術レベ

                                                   
6 アンケート回答事業者が所有又は運航する外航船の建造国別の比率（問３参照）を見てみ

ると、コンテナ船と LNG・LPG船は、他の船種と比べて、外国建造比率が相対的に高く（い

ずれも約 24％）、船台規模の面での制約が多少なりとも影響しているものと推測される。 
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ルやアフターサービスの面で国内造船所に負うところが大きく、保守の面で国

内造船所は即応性が高く、海外に進出した場合には品質や信頼性が低下するこ

とが懸念されるなど、国内造船所が我が国外航海運業に様々なメリットをもた

らしている点が指摘されている。【問１０】 

また、現在、我が国外航海運業界は、商船隊の国内建造比率が約 9割を占め

るなど、国内造船所との結びつきが強いが7、今後の外航船の建造についても、

日本の造船所への発注を検討しているとの回答が最も多く、全隻数の約 8割を

占め、また、「日本の船主は（中略）日本の造船所への発注を基本的に継続する」、

「日本のオーナーは日本の造船所で建造することを基本的に願っている」とい

った意見も見られた。【問８・問９・問１０】 

さらに、船価の面で課題を抱えつつも、「品質・技術力の面（特に環境対応・

省エネ船の分野）で優位性を保つことで競争力をカバーできる」、「建造船の品

質及び性能の面で海外造船所と差別化を図れる技術力を持っている」といった

意見に見られるように、我が国外航海運業界は、我が国造船業が品質（技術力）

の面で優位性を維持・強化することで、今後も国際競争力を確保することがで

きると考えていることが分かった。【問１０】 

このため、我が国外航海運業界は、我が国造船業の存在が我が国外航海運業

にとってメリットであると認識し、今後も日本の造船所への発注を継続する意

思を有すると共に、品質（技術力）の面で優位性を維持・強化することで、さ

らなる国際競争力の発揮が可能と認識しているものと考えられる。 

一方、少数ながら、「現在の円高水準が続けば、日本の造船所が生き残るのは

難しい」との意見もあり、今後、我が国造船業は、船価の面で競争力強化に向

けた取組みを進めると共に、技術力で他国と差別化を図ることが重要な課題と

なってくるもの考えられる。【問９】 

 

  

                                                   
7 アンケート回答事業者が所有又は運航する外航船の内、国内建造船と外国建造船の比率は

隻数ベースでほぼ 9対 1であり（問３参照）、日本商船隊全体で見たときの比率（第 1章参

照）とほぼ同じ結果が出た。 
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２．我が国造船業の課題について 

 

（１）業務提携・事業統合の推進 

我が国造船業は、長年に亘って好不況に伴う淘汰と需給調整の歴史を経験し

てきたことで、造船会社一社当たりの事業規模が韓国や中国と比べて小さく、

大量発注への対応、（鋼材など）資機材の調達における価格交渉力など、営業・

生産・調達の各局面でスケールメリットを発揮できない点が課題とされており、

これまで、様々な場面で、同課題への対応としての業務提携・事業統合の必要

性が論じられ、そのための対策も一部講じられてきた8。 

アンケート調査では、「日本の造船所は、他の国内造船所・その他の業種と業

務提携・事業統合を推進する必要はあると考えますか」との問いに対して、「は

い」と回答した事業者は全体の 39％に留まる一方、「どちらともいえない」と回

答した事業者は全体の 50％と最も多かった。このため、我が国外航海運業界は、

我が国造船業における業務提携・事業統合については、一部ではこれを推進す

べきとの見方を示しつつも、業界全体では明確な方向性を見出しているとまで

はいえないものと考えられる。【問１１】 

一方、業務提携・事業統合を推進する「必要がある」と回答した事業者から

は、提携のイメージとして、造船会社どうしの設計・開発分野での技術的な提

携に期待する意見が比較的多く出され、また、造船会社と舶用メーカー又は鉄

鋼会社などとの連携に期待する意見も示された。【問１１】 

我が国造船業の業界再編については、2002 年に日立造船と日本鋼管（NKK）

がユニバーサル造船に統合された後、目立った動きは見られなかったが、2012

年 1月にユニバーサル造船とアイ・エイチ・アイ マリンユナイテッド（IHIMU）

が経営統合に関する基本合意を発表し、また、造船会社同士の技術提携も一部

報じられるなど、新たな連携の動きが見られ始めている9。今後、こうした連携

が、我が国外航海運業界が期待するような顧客サービスの向上や造船業界の競

争力強化につながるような形で進められるかどうかが課題といえる。 

 

                                                   
8 例えば、造船産業競争戦略会議『我が国造船産業のビジョンと戦略―21世紀における新

たなるチャレンジ―』（平成 15年 6月 20日）12～13頁、みずほコーポレート銀行産業調

査部『造船業界の現状と展望～日本の造船業界に求められるもの～』（2007 年 3 月 30 日）

17頁参照。なお、2011年には産業活力再生法に基づく造船業の事業分野別指針が策定され、

造船会社の事業再編に対して税制上の支援措置が可能となった。新造船政策検討会『総合

的な新造船政策～一流の造船国であり続けるために～』（平成 23年 7月 6日）7頁。 
9 例えば、2011年 10月に三菱重工業は、温暖化防止に貢献する新型ばら積み運搬船を開発

し、大島造船所で建造される穀物輸送船に設計コンセプトと環境技術を供給すると発表し

ている。同社ホームページのニュースリリース<http://www.mhi.co.jp/news/story/1110145

118.html>、対馬和弘「造船集約という幻―「再編論」は輝きを失ったのか」『COMPASS』

（2012年 1月号）26～31頁参照。 
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（２）海外調達・海外生産 

①海外調達 

我が国造船所による資機材の海外調達については、これまで、円高局面に入

るたびに「コストのドル化」の方法の一つとして取り上げられ、実際に、鋼材

や機器類等の海外発注が行われたケースもあったが、国内の舶用メーカーが品

質や納期、アフターサービスの面で海外勢を圧倒していたこと、また、我が国

では造船業と鉄鋼業が緊密な関係を有していたことなどを背景に、海外調達の

流れは定着してこなかったといわれている10。一方、近年においては、過剰な円

高や生産コストの約 4割を占める鋼材の内外価格差の問題11などを背景に、改め

て海外調達の是非が取り沙汰されている。 

アンケート調査では、「日本の造船所は、鋼材・資機材の海外からの調達を増

加させる必要があると考えますか」との問いに対して、回答事業者の 55％が「は

い」と回答し、その理由としては、為替リスクの分散・低減及びコスト削減に

資する点が最も多く挙げられた。一方、「どちらともいえない」という回答は全

体の 42％に上り、また、海外調達に関して、品質、安定供給や納期の面が懸念

されるとの指摘がなされた。【問１３】 

このため、我が国外航海運業界は、鋼材・資機材の海外調達については、為

替リスクの分散・低減及びコスト削減に資するとの理由で、推進すべきとの意

見が多いが、「どちらともいえない」との回答も相当多く、品質、安定供給及び

納期の面を指摘しており、これらの懸念が解消されることが海外調達を推進す

る上で重要との認識を有しているものと考えられる。 

すでに、鋼材については、内外価格差に押されて国内の主力造船所が韓国製

厚板の採用に踏み切っており12、今後、海外調達の動きが加速化する可能性はあ

るが、その際は、国内舶用メーカーの海外展開という選択肢を含め、品質、安

定供給及び納期の面で支障を来さないような方策を模索することが課題といえ

る。 

 

②海外生産 

我が国造船業における生産拠点の海外進出については、1959 年における石川

島造船所（現 IHIマリンユナイテッド）のブラジル進出に見られるように、これ

                                                   
10 プラザ合意後の円高に際しては鋼材や加工外注品、搭載機器の輸入、1990年代前半の円

高に際しては機器類の輸入が行われたといわれている。対馬和弘「円コストの限界領域―

覚悟問われる造船業の為替対策」『COMPASS』（2012年 1月号）34～37頁。 
11 2008年の金融危機後、日本の鉄鋼会社の国内造船所向け厚板価格は、韓国向け輸出価格

よりトン当たり約 200ドル高い状態が続き、日本造船業が価格競争力を失う原因の 1つと

なったといわれている。 
12 『海事プレス』2011年 11月 25日付記事（「日本造船 10社超が韓国鋼材採用―全量の 1

割突破、内外価格差で輸入拡大」）参照。 
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まで多くの試みがなされてきたが、その多くは既に撤退しており、現在でも事

業が続けられているものは、川崎重工業による中国進出（南通中遠川﨑船舶工

程（NACKS））や常石造船によるフィリピン及び中国への進出など、わずかなケ

ースに留まっている。 

国内の他の製造業の多くが為替対策や労働コスト削減策の一環として海外生

産を進めているのに対して、我が国造船業は、高い国内生産比率を維持してい

るが、近年の過剰な円高と世界同時不況に伴う需要低迷を受け、「コストのドル

化」を進める方法の一つとして、再び海外生産が注目されている。 

今回のアンケート調査では、「日本の造船所は、（修繕サービスを含め）海外

生産を展開する必要があると考えますか」との問いに対して、「はい」と回答し

た事業者は全体の 58％と最も多く、その理由として、為替リスクの分散やコス

ト競争力の確保が可能となる点が最も多く挙げられた。また、その他にも、外

航海運事業者にとって、米ドル払いでの契約が増えること、日本の造船所の海

外パートナーという選択肢が増えること、海外に日本の造船所の修繕ドックが

できることなど、様々なメリットがもたらされる点が指摘された。さらに、進

出地域のイメージとしては、労働コストが安く、日本と地理的に近い東南アジ

ア地域（具体的にはベトナム、中国、フィリピン、マレーシアなど）が望む声

が目立った。【問１２】 

一方、全体の 31％は「どちらともいえない」と回答し、海外生産を進めた場

合、国内と同様の品質実現が可能か不明であること、海外への技術流出につな

がる恐れがあること、進出先でコスト競争力を持たなくなった場合に再移転が

容易ではないこと、進出先が競争力を持てば持つほど国内造船所と競合するこ

といった点が懸念されるとの意見があった。特に、国内造船所に大きく依存す

る中小手の外航海運事業者を中心に、国内造船所の存在を重要視しており、海

外展開には慎重な考えを示した。【問１０・問１２】 

このため、我が国外航海運業界は、海外生産の展開については、為替リスク

の分散やコスト競争力の確保に資する点で支持しつつも、それによって品質の

低下や技術流出、そして、特に、海外進出先への受注集中などによる国内造船

所の弱体化がもたらされることを懸念しており、海外生産の展開を進める場合

には、これらの問題が生じないような形で実施することが重要と認識している

ものと考えられる。 

現在、国内造船会社によるアジア新興国造船所への技術供与など、海外進出

への足掛かりとして新たな提携を模索する動きが見られるが13、今後、海外展開

の動きが進められる場合には、品質の低下や技術流出を防止し、また、例えば、

                                                   
13 例えば、三菱重工業は、2011年 12月にインドのラーセン・アンド・トウブロ社（L&T）

の造船部門会社に対する技術供与を決定している。同社ホームページのニュースリリース

<http://www.mhi.co.jp/news/story/1112275153.html>参照。 
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国内では技術開発や高付加価値部門に資源を集中的に投入し、海外では生産効

率性を追求して機能分化を図るなど、国内雇用の維持と技術力及びコスト競争

力の維持・強化を両立させることができるような取組みが重要な課題になって

くるものと考えられる。 

 

 

（３）環境分野等での技術革新（イノベーションの推進） 

すでに技術力の面で優位性を発揮している我が国造船業が、今後も、国際競

争力の維持・強化を図るためには、いかに技術革新を推進していくかが最大の

課題といえる。特に、燃料油価格の上昇や船舶の CO2排出削減に係る国際規制

の導入、船舶の環境性能に対する荷主側の意識向上を背景に、省エネ分野での

技術革新の推進が重要な課題と考えられる。 

アンケート調査では、「どのような分野・形での「イノベーションの推進」を

望みますか」との問いに対して、省エネ機器・省エネ船の開発、排ガスやバラ

スト水などに対する国際規制への対応、バラスト水処理装置の設置など環境対

応のための修繕施設の充実化、新技術を盛り込んだデザインの開発、オーナー

がメリットを享受できるような燃費効率改善によるコスト削減、メンテナンス

フリーのペイントの開発や機器類の設計、そして、環境低負荷船に対する荷主

側の需要を喚起する取り組みなど、環境分野における取り組みを求める声が多

く見られたが、海洋開発分野など、それ以外の分野でのイノベーションの推進

を望む意見も見られた。【問１４】 

また、イノベーションの推進に向けて、造船業界内での連携及び海運業や船

級協会などとの業界間連携の強化に取り組むことが重要との意見が見られた。

このような技術革新に向けた業界横断的な連携の重要性については、「業務提

携・事業統合」に関する設問への回答でも触れられている。【問１１・問１４】 

すでに、我が国では船舶の省エネ技術開発を推進するための支援措置が実施

され、海運会社、造船会社及び舶用メーカーによる共同技術開発プロジェクト

が数多く実現するなど、一定の成果を挙げている。今後は、このような支援措

置を維持・強化すると共に、環境分野を中心とする技術革新の推進に向け、人

材の育成並びに業界内及び業界間での連携強化に向けた取り組みを進めること

が重要な課題といえる。 
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３．建造資金の調達について 

 

今般のアンケート調査においては、建造資金の調達に関する設問を設けた。

ここではアンケート調査結果を踏まえ、我が国外航海運業界のニーズについて、

（１）金融機関、（２）船舶投資ファンド、（３）税制に分けて整理する。 

 

（１）金融機関 

アンケート調査では、船舶ファイナンスに関する厳しい状況も相俟って、金

融サービスの改善を求める意見が多く出された。具体的には、「御社は現在の資

金借入先（金融機関）に対して、どのようなサービスを望みますか」との問い

に対して、金利優遇、長期安定的な融資、融資判断における中長期的なマーケ

ット評価、融資に際し必要とされる自己資金の減額、手数料の優遇、追加融資

枠の設定、船舶抵当なしでの融資、ドル建て融資など、融資条件の緩和に関す

る要望や、融資手続きの簡素化と短縮化、資金調達市場や海運市況に関する情

報提供など、融資に際して提供される各種サービスの改善を望む意見が見られ

た。【問１７】 

また、アンケート調査では、現在の主要な資金調達方法として、日本の都市

銀行又は地方銀行からの借入れを採用している事業者が最も多かった（それぞ

れ回答事業者の 83％及び 67％が採用）ことから、我が国外航海運事業者は、資

金調達の方法として、国内の民間金融機関からの借入に大きく依存していると

考えられる。このため、我が国外航海運業は、国内の民間金融機関に対して、

金利、融資期間、頭金、融資通貨、手数料など、融資サービスの改善に向けた

取組みに一層の期待を寄せているものと考えられる。【問１５】 

さらに、アンケート調査では、今後の資金調達方法として、政府系金融機関

からの借入に関心を有する事業者が最も多く、「御社の資金調達を容易化するた

めに、行政機関（国、地方自治体）に対して、どのようなファイナンス支援ス

キームの導入を望みますか」との問いに対しても、行政機関主導の融資実行に

対してのバックアップスキームとしての活用、政策優遇金利でのドル資金供給、

輸出金融制度の弾力的な運用及び拡充、政府系金融機関からの借入の容易化な

ど、政府系金融機関の活用を求める意見が多く見られた。【問１７・問１８】 

現在、船舶ファイナンスを行っている主な政府系金融機関としては、日本政

策投資銀行（DBJ）と国際協力銀行（JBIC）がある。 

JBIC は、海外に輸出される国内建造船に対する融資（船舶輸出金融）制度を

設けており、2011 年には、それまで融資対象となる仕向地が開発途上地域に限

定されていたのが、先進国に拡大された。しかし、我が国外航海運企業の海外

現地法人（営業実態のあるもの）が国内造船所に発注した船舶に対する輸出金
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融の実績はあるものの、いわゆる仕組船保有のための海外子会社向けの融資は

行われていない。 

一方、DBJ では、長年、政策金融機関として培ってきた長期金融のノウハウ

を活かした中長期融資の提供を行っており、我が国外航海運企業向けの融資（海

外子会社に対する融資案件を含む）も行われている14。元々、海運業界は DBJ

の前身である日本開発銀行の時代より政策金融制度を利用してきたが、民営化

に向けて 2008年にDBJが株式会社化されたのに伴って同制度は廃止されており、

現在では、制度融資時代に存在した融資比率（総船価の 40％～60％）や日本寄

港等の適用要件の存在しない通常の融資制度が利用されている。 

現在、海外では資金調達が難航する海運業界に対する政策金融支援も取り沙

汰されており15、アンケート結果からも、政策金融制度の活用及び利便性向上に

対する我が国外航海運業界のニーズは低くないと考えられる。 

 

 

（２）船舶投資ファンド 

昨今の経済状況と船舶オーナーの経営環境の悪化を踏まえ、金融機関は船舶

購入資金の融資案件において、従来よりも大きな自己資金負担割合をオーナー

に要求する傾向にある。しかし、キャッシュフロー悪化に伴う手持ち資金の減

少傾向にあるオーナーにとっては、この自己資金負担がネックとなり、適切な

タイミングでの新規船舶投資が難しくなっている。この自己資金負担割合の軽

減のためのひとつの資金調達先として期待されているのが、船舶投資ファンド

である。 

アンケート調査では、金融機関に対する新たな船舶投資ファンドの取りまと

めや、行政機関主導での新たな船舶投資ファンドの設立を望む声が多く出され

た。これは、自己資金負担割合を軽減するための資金調達先の一つとして、船

舶投資ファンドが期待されているものと考えられる。【問１７・問１８】 

実際、海外と比べて歴史は浅いが、国内でも、新たな船舶保有の形態として

船舶投資ファンドの活用又は検討が進められている。 

例えば、アンカー・シップ・インベストメントは、投資家からの出資と金融

機関からの借入金を原資に、オペレーターに定期用船で貸し出す船舶を国内オ

                                                   
14 藤田義輝氏（日本政策投資銀行）講演資料「我が国船舶金融の現状と課題」『外航海運マ

ーケット及び船舶金融の現状と見通しに関するセミナー』（国土交通省・海洋政策研究財団

共催、2012年 3月 13日）Slide pp. 16-21によれば、平成 21年度の海運会社向け融資実績

は 800億円弱に上る。 
15 例えば、韓国輸出入銀行は、資金調達が難航する同国の海運会社に対して 4,000億ウォ

ン以上（100ウォン＝7.1円換算で約 284億円以上）の金融支援を行うことを明らかにして

いる。『日刊海事通信』2012年 2月 22日付記事（「韓国輸出入銀行、同国海運を金融面か

ら支援」）参照。 
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ーナーと共同で購入・保有する船舶投資ファンドの運営を行っている16。また、 

経営悪化により発注した新造船の引き取りができない国内オーナーに代わって

船舶を保有し、あるいは、資金の確保を望む国内オーナーから中古船を買取り、

これをオーナーに再用船（チャーター・バック）するスキームの運用又は検討

も行われている17。 

さらに、2012年 4月には、我が国造船会社の受注力強化策の一環として、JBIC

及び民間金融機関による協調融資と造船会社による出資を基に、同造船会社が

建造し、海外オーナーに長期貸船される新造船を保有する SPCを受注案件毎に

整備する「日本船舶投資促進株式会社」の設立が発表された18。 

                                                   
16 国内オーナーは、同ファンド（「アンカー2号ファンド」）と共に船舶を保有する特定目

的会社（SPC）を設立し、同会社から裸用船をし、船舶管理を引き受ける形でオペレータ

ーに定期貸船する（下図参照）。なお、2007年 5月に設立された「アンカー1 号ファンド」

は、国内大手オペレーターへの長期裸用船をベースとしたスキームとなっている。『海事プ

レス』2011年 11月 15日付記事（「船主と共同投資、中古船購入―アンカー社、初の定期

用船検討―」）、アンカー・シップ・インベストメント株式会社ホームページ<http://www.a

nchor-ship.com/index.html>参照。 

 

【図：国内オーナー向け船舶投資ファンドの概要】 
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17 『海事プレス』2011年 5月 13日付記事（「アンカー社、船主と連携強化―海事産業の課

題解決に注力―」）、『海事プレス』2011年 11月 15日付記事（「船主と共同投資、中古船購

入―アンカー社、初の定期用船検討―」）参照。 
18 国土交通省プレスリリース<http://www.mlit.go.jp/report/press/kaiji05_hh_000012.ht

ml>参照。なお、国内オーナーが保有する仕組船の建造案件は本スキームの適用対象外であ

る。 
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このような船舶投資のファイナンス組成を支援するスキームは、税制上の優

遇措置と併せて、海外でも積極的に活用されており19、我が国外航海運業界も、

資金調達の選択肢の一つとして船舶投資ファンドの育成やこれに対する政府支

援を強く期待しているものと考えられる。 

 

 

（３）税制 

アンケート調査では、「建造資金の調達方法に関する御社の考え方についてお

伺いします」との項目の下、「御社の資金調達を容易化するために、行政機関（国、

地方自治体）に対して、どのようなファイナンス支援スキームの導入を望みま

すか」との問いで、特に税制には言及していなかったが、自己資金の増減にも

影響を与える税制に対する我が国外航海運事業者の関心の高さがうかがえ、船

舶の特別償却制度における基準緩和、買換資産の課税特例（圧縮記帳）制度に

おける期限延長、繰り延べ割合増、船舶売却益に対する課税免除、そして、リ

ースを促進する税制の導入（リース資産に対する加速度的な特別償却制度、リ

ース会社による商品開発に有利な制度等）を望むとの意見が見られた。【問１８】 

なお、平成 23年度末をもって適用期限を迎えていた特別償却制度および圧縮

記帳制度については、同年度税制改正により、外国籍船の特別償却率が従前の

18％から 16％に引き下げられるなど一部見直しがあったものの、継続されるこ

ととなった。 

 

  

                                                   
19 例えば、ドイツにおける個人投資家資金を活用した船舶建造支援策（「Kommanditgesel

lschaft／KG」）システム）、シンガポールにおける船舶投資ファンド等の法人税への軽減税

率適用制度（「海事リーシング・アワード（Maritime Leasing Award: MLA）」）、韓国に

おける船舶投資会社及び同投資家への優遇税制などがある。ジェトロ（JETRO）ホームペ

ージ<http://www.jetro.go.jp/world/asia/sg/invest_04/>、『日本海事新聞』2012年 2月 27

日付記事（中村秀之「韓国投資ファンド―1997年末の経済危機を契機として―」）参照。 
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第４章 まとめ 

 

本調査では、国内の外航海運事業者を対象に実施したアンケート調査結果を

基に、我が国造船業の現状と課題に対する我が国外航海運業界の認識とニーズ

について取りまとめた。 

調査の結果、我が国外航海運業界は、我が国造船業に対して、技術力やアフ

ターサービス、納期の面での優位性を高く評価すると共に、その存在によって

様々なメリットを享受していると認識していることが分かった。また、船価の

面では現在、韓国や中国と比べて厳しい状況に置かれているが、今後、船価面

での競争力強化などに取り組むと共に、技術革新を進めることで、国際競争力

の確保が可能と認識していることが分かった。 

一方、業務提携・事業統合の推進、海外調達・海外生産、環境分野での技術

革新など、我が国造船業の競争力強化に向けて取り組むべきとされる各種課題

への対応に際しては、我が国外航海運業界へのメリットとの観点から、様々な

意見が示された。特に、海外調達・海外生産を進める場合は、品質や納期、安

定供給の面で支障を来さないこと、そして、国内造船所の弱体化につながらな

いことが重要と指摘された。また、建造資金の調達においても、民間金融機関

による融資サービスの改善、船舶投資ファンドの活用、政府系金融機関の活用

や税制上の措置等の行政機関による対応など、様々なニーズが提示された。 

今後、我が国造船業、これに関連する各産業、そして、我が国海事クラスタ

ー全体の発展に向けて、各業界及び政府が個別に又は一体的に対策を講じてい

く上で、本調査によって明らかとなった我が国外航海運業界の意見が参考とな

れば幸いである。また、我が国外航海運業と造船業等がこれまで培った関係に

よって生み出される相乗効果を発揮しつつ、各産業が、それぞれ世界市場をリ

ードするような競争力をつけ、さらに成熟した関係へと進化することで、我が

国海事クラスターが一層の発展を遂げることを期待する。 
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Ƞ ȯɶɕȳȢȸ           

Ȣ ɏɈɜɁȭȷ           

Ȥ ɍɱɅȡɜɁȭȷ           

Ȧ ɍɱɅȡȳȢȸ           

Ƚɱȩɶ 
Ȩ ԍ            

ȩ ɕɫȾȭɆ ɵȯɝȩɩ            

ȫ ȱɱɄɈ ȹɝȱɱ șדȇ            

ȭ Ҳ ɵRO-RO            

ȯ LNG ɵLPG            

ȱ Ǥǵ̀           

 

 

ᵂ  ǵ ǶƲ ͔ǵ ǒȐƲ ₡ǲԝǞǋᶮ ˕ǲǜȐǜȓǭǋȒǯדǋȅǠƳ

ǵ ˗ȭɧȷȽɶǵ ɵ ᾽ǵ ǒȐƲᾓ ǲȉ ᶮКǲ ǓἭ᷀

ǠȒⱳ ǶǉȒǯ ǏȅǠǒƳǉǭǶȅȒȉǵ ǫǲȿȥɁȭșǫǘǭǖǧǜǋƳȅ

ǦƲ ȉǑ ǔʤǜǋƳ  

 Ƕǋ  ǋǋǏ  ǰǨȐǯȉǋǏǱǋ 

ǀ ǁ 

 

 

 

 

 

Ƥ ͔ǲ ǠȒⱣ ǵ Ǐ ǲǫǋǭǑ̦ǋǞȅǠ 
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ᵂ  ǵᾍ ǯǞǭƲ̀ǵᶮК ɵǤǵ̀ǵ ǯǵ ҵ ɵ˗ ֻ

ș ǠȒⱳ ǓǉȒǯ ǏȅǠǒƳǉǭǶȅȒȉǵ ǫǲȿȥɁȭșǫǘǭǖǧ

ǜǋƳȅǦƲЕ̱ Ǳ КὦǵȢɟɶȶǱǰǉȓǷƲǑ ǔʤǜǋƳ  

 Ƕǋ  ǋǋǏ  ǰǨȐǯȉǋǏǱǋ 

ǀЕ̱ Ǳ Ȣɟɶȶǁ 

 

 

 

 

ᵂ  ǵ ǵᾍ ǯǞǭƲ Ẇ ʹ ȳɶɑȷșדȇƳ ș᾽ ǠȒⱳ Ǔ

ǉȒǯ ǏȅǠǒƳ ǉǭǶȅȒȉǵ ǫǲȿȥɁȭșǫǘǭǖǧǜǋƳȅǦƲ

ȉǑ ǔʤǜǋƳƼǶǋƽǯǑ ǏǵḹֻǲǶƲЕ̱ ǲʫ ǵǰǵ᷂Ḣǿǵ ї

Ǔ ȅǞǋǯדǋȅǠǒƳȢɟɶȶǓǉȓǷƲǤǵȢɟɶȶǯ ȉǑ ǔʤǜǋƳ 

 Ƕǋ  ǋǋǏ  ǰǨȐǯȉǋǏǱǋ 

ǀ ǁ 

 

 

 

 

ᵂ ǮƼǶǋƽǯᶥ ǜȓǦ ǵȆ  

ǀ їǠȒ᷂ḢǵȢɟɶȶǁ 

 

 

ǀ ǁ 

 

 

 

 

ᵂ  ǵ ǵᾍ ǯǞǭƲ ͔ș ὑǠȒ Ǳ ᶦǯǱȒ ɵ ǵ Ẇ

ǒȐǵ șṔқǜǢȒⱳ ǓǉȒǯ ǏȅǠǒƳ ǉǭǶȅȒȉǵ ǫǲȿȥɁ

ȭșǫǘǭǖǧǜǋƳȅǦƲ ȉǑ ǔʤǜǋƳ  

 Ƕǋ  ǋǋǏ  ǰǨȐǯȉǋǏǱǋ 

ǀ ǁ 
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ᵂ  Ᵽ Ǔ ǵ ǲ ǠȒ ǵʺ Ǳ ǯǞǭƲ ǮǶ ǵǰȓ

ǓǉǭǶȅȑȅǠǒƳ Ҋֻǵ ǋȉǵʣ̬ ǫǲȿȥɁȭșǫǘǭǖǧǜǋƳ  

 

 ǵ ⁸ ǒȐǵΕЊ   ⁸ḹǒȐǵ ψ   

 

 ǵ᷂ ǒȐǵΕЊ   ѩ ̝ ǒȐǵ  

Ʋ  

  ǵ ↑ ǒȐǵΕЊ   ǮϹ► 

 

 ǵǤǵ̀ǵ ǒȐǵΕЊ  Ǥǵ̀              

 

  Ẇᶮǵ ǒȐǵΕЊ 

 

ᵂ  ˹♥ǵ ǦǱ ǯǞǭƲ ǵǰȓǲ ǓǉȑȅǠǒƳװ ǉǭǶȅȒȉ

ǵǠȀǭǲȿȥɁȭșǫǘǭǖǧǜǋƳ  

 

 ǵ ⁸ ǒȐǵΕЊ   ⁸ḹǒȐǵ ψ   

 

 ǵ᷂ ǒȐǵΕЊ   ѩ ̝ ǒȐǵ  

Ʋ  

  ǵ ↑ ǒȐǵΕЊ   ǮϹ► 

 

 ǵǤǵ̀ǵ ǒȐǵΕЊ  Ǥǵ̀              

 

  Ẇᶮǵ ǒȐǵΕЊ 

   

ᵂ  Ᵽ ǶƲ ᷀ǵ ΕЊϼǲᾍǞǭƲǰǵȏǍǱȳɶɑȷș ȆȅǠǒƳ Ǜ

ǲǑ ǔǖǧǜǋƳ  

 

 

 

 

 

 

 

Ƥ┴ ǵ ǲ ǠȒⱣ ǵ Ǐ ǲǫǋǭǑ̦ǋǞȅǠ 
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ᵂ  Ᵽ ǵ șὦ ӓǠȒǦȈǲƲ ᶮƲ᷂ ̱ ǲᾍǞǭƲǰǵ

ȏǍǱɓȟȢɈɱȷ ȷȫɶɞǵᾚЊș ȆȅǠǒƳǛ ǲǑ ǔǖǧǜǋƳ 
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ᵂ  ˹♥Ʋ Ǔᶮ Ǔ ˕ҘșͪǨƲѩӓǞǦᵀᴜș⁸ḹǲ ЊǞǭǋǖǦȈǲ

ǶƲ ǒȐǵ ǲꜘǏȒǵȆǮǶʥӦѝǮǉȑƲ ǯǯȉǲȳɶɑȷȋ⁸ḹ

șẀǏȒȢɌɗɶȵɥɱǓⱳ ǮǉȒǯ ǏȐȓȅǠƳ 

ǤǚǮƲⱣ ǶƲ ǵ ǲᾍǞǭƲ˹♥ƲǰǵȏǍǱѝ ǮƲȅǦƲǰǵȏ

ǍǱ◐ǮǵƼȢɌɗɶȵɥɱǵ ƽșᶫȒǚǯș ȆȅǠǒƳ Ǜ ǲǑ ǔ

ǖǧǜǋƳ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ƤƼȢɌɗɶȵɥɱǵ ƽǲǫǋǭǑ̦ǋǞȅǠ 
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ᵂ  Ᵽ ǶƲ ᷀ǵ ǵ ǲᾍǞǭƲɟɨɁɆ ǋ ƲɅɟɨɁɆ ǋ

ǯȉǲƲǰǵȏǍǱȢɟɶȶșǑ ǨǮǠǒƳȅǦƲ ǵ ǲᾍǞǭƲ˹♥Ʋǰǵȏ

ǍǲẀȖǪǭǋǖǚǯș ȆȅǠǒƳǤǞǭƲЕ̱ ǲǰǵȏǍǲǠȓǷƲ ǵ ʺǶ

ǵ ǲ Ǟ ǘȒǚǯǓǮǔȒǯדǋȅǠǒƳ Ǜ ǲǑ ǔǖǧǜǋƳ  

 

 

 

ƞɟɨɁɆ ǋ  

  

 

 

 

 

 

 ƞɅɟɨɁɆ ǋ  

  

 

 

 

 

 

 

 

ƞǤǵ̀ȱɟɱɆ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ƥ ǯדȖȓȒ ǵȢɟɶȶǲǫǋǭǑ̦ǋǞȅǠ 
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